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投資奨励委員会 布告 

No. S.2 / 2549 

件名：化学製品製造業 業種 6.2 改正 

 

Hydrogen, Peroxide, Hydrochloric Acid, Sodium Hydroxide, Sodium Chloride, 

Chlorine の製造に関し、この事業を妥当とみなし、投資奨励を付与する。 

 仏暦 2520 年投資奨励法第１６条第２段による権限に基づき、委員会は委員会布告

No.2/2543 仏暦２５４３年８月１日付件名奨励を付与する事業の種類、規模、条件の末尾の

奨励を与える業種表の業種 6.2 第６類を改正し、業種と条件を以下と定める布告を制定する。 

 

業種 条件 

6.2 以下を除く化学製品製造業 

Industrial Gases, Calcium Oxide, 

Silicon Dioxide, Zinc Oxide, Sulfuric 

Acid, Calcium Hydroxide, Aluminum

Sulphate, Potassium Aluminum 

Sulphate, Calcium Carbonate, 

Calcium Phosphate, Sodium 

Hypochlorite, Calcium Hypochlorite,

及び Paraffin & Wax 

化学工程を有すること。 

 

仏暦 2549 年 5 月 22 日より有効である。 

 

布告日 仏暦 2549 年 6 月 27 日 

 

 

ソムキッド・チャトシーピタク 

副首相  

委員会議長代理 

 


